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1 本稿は、東洋大学 PPP 研究センターレポート「被災自治体の後方支援体制構築に向けて」（2011
年 6 月 10 日）ならびに震災研究成果報告会「被災地支援（自治体－自治体の連携）」での調査に、
新たな調査を加え、今後の大規模災害時における自治体支援のあり方について考察したものである。 
大規模災害時における自治体への支援の必要性と今後への提案 
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2 軽微な被災や内陸部も含めると、岩手県では 22、宮城県 32、福島県 36、その他茨城、栃木、群馬、
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第 3 章 物流の課題 
１ 要請待ち・アンケートによる物資供給の遅延と職員の疲弊 
ここでは物流の話題を取り上げる。避難所が設置されると、備蓄物資の分配、義捐物
                                                  
7 2012 年 1 月 19 日都市計画学会での講演より。 
8 2011 年 7 月 2 日陸前高田市菊地満夫企画部長へのヒアリングより。 
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9 2012 年 1 月 10 日 東京都「平成 23 年度 都市復興セミナー」にて。 
大規模災害時における自治体への支援の必要性と今後への提案 




















                                                  
10 2011 年 12 月 31 日河北新報。今後の街づくりを踏まえ、将来の災害で発生する避難者を最大 18 万
人と想定し、1人に 1日当たり食料 2食、飲料水 1.5 リットルを 3日間供給するのに必要となる、食
料 108 万食と飲料水 81 万リットルから、今回市町村が確保できた量を除いた分を県が備蓄する。 
11 2012 年 2 月 3 日河北新報。検討していた備蓄量を維持するためには年間 5000 万円の経費が必要と
した。また、民間倉庫の借り上げではなく、賃料が不要な公共施設に備蓄するとしている。 
12 消防庁が実施した緊急物資に係るアンケート調査によると、47 都道府県の全て、1840 市区町村中
1376 団体が緊急物資を他県等に提供することが可能としているが、県内備蓄物資の数量を把握する
システムを持っているのは、都道府県４団体、1376 市区町村中 111 団体にとどまった。 




避難者数 米（ｋｇ） 水（リットル） 乾パン（缶） 缶詰・主（缶） 缶詰・副（缶） 毛布（枚） 医薬品（セット）
岩手県 51,446 0.15 0.39 0.27 0.12 0.23 1.06 0.01
宮城県 314,309 0.17 1.63 0.72 0.04 0.01 0.18 0.00
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マグニチュード 本県（本市）での震度 把握できず 死者 負傷者 行方不明者





地震 津波 台風・豪雨土砂崩れ大雪 火災 把握できず 建物・構造物 海・河川 山




避難所あり カ所 解消めど（　　　　日　　　　頃） 不明 対応不可要請あり経過観察対応可能
本県（本市）への影響 受入れ可能な拠点・合同訓練の経験あり なし
甚大 大きい ややある軽微 まったくない
気象条件・地理的特性 似ている まったく異なる
災害の連動可能性
高い（準備が必要）ある ほとんどない 不明 地理への精通 高い アドバイス・援助が必要
注意が必要な地点 災害特性への精通高い アドバイス・援助が必要
あり（　　　　　　　　　　　　　　）なし アクセス
道路 空港 港湾 鉄道 その他（　　　　　　　　）
国の対応 （　　　　　　　　　　　　）を使って、約（　　　　　　時間　）で到着可能
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16 北九州市「緊急物資集配センター運営訓練報告書」。 
17 災害対策基本法で指定公共機関となっているのは、JR 貨物、日本通運、郵便事業会社のみ。対し



































総務省消防庁（2011）「平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震(第 43報）」 
総務省消防庁防災課・応急対策室・防災情報室（2011）「地方防災行政の現況（付 平成 21 年災害









河北新報（2011年 12月 31日）「食料・水を全県民分常備 ３日分、３ヵ所に 宮城県方針」 
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